
１ 人口動態統計

人口動態調査は、統計法による基幹統計調査として実施されており、「戸籍法」及び「死産の届け出に

関する規程」に基づき、各市区町村長に届け出のあった出生，死亡、婚姻、離婚及び死産の５種類の届出

書等から、人口動態調査令により各調査票を作成する方法で行われています。

人口動態調査は国勢調査と並び、我が国の主要な統計の一つであり、各種行政施策の基礎資料として極

めて重要な役割を果たしています。

（１）全道概況

平成27年の北海道の人口動態統計は、平成26年と比較して、死亡件数は増加し、出生・死産件数は減少

しています。婚姻件数は減少し、離婚件数は増加しています。

出生数は、平成7年に大正・昭和・平成をとおして初めて5万人を割り込みましたが、その後も減少傾

向が続き、平成27年は36,695人と前年より363人減少しました。

死亡数は649人増加して60,667人となり、出生数から死亡数を差し引いた自然増加数は、マイナス

23,972人で、初めて自然減となった平成15年に続いて13年連続の自然減となりました。（表1）

（２）二次保健医療福祉圏別概況

二次保健医療福祉圏別に各事象の比率をみると、出生では根室圏が8.1と最も高く、東胆振圏の7.6と続

き、最低は南檜山圏の4.7となっています。

死亡では北空知圏が16.7と最も高く、南檜山圏16.4、中空知圏16.2、北渡島檜山圏15.4と続き、最低は

札幌圏の9.1となっており、乳児死亡では根室圏が6.5と最も高く、発生件数の無い圏域は南檜山圏、北渡

島檜山圏、北空知圏、日高圏、上川北部圏、富良野圏、留萌圏となっています。

死産では、北渡島檜山圏が45.5と最も高く、宗谷圏35.1と続き、最低は富良野圏13.2となっています。

婚姻では、札幌圏・根室圏が5.5と最も高く、東胆振圏5.1と続き、最低は南檜山圏の3.2となっています。

また、離婚では根室圏が2.41と最も高く、最低は北空知圏の1.47となっています。（表2）





（３）出生

平成27年の出生数は36,695人で、前年の37,058人よ363人減少し、出生率（人口千対）は6.8でした。

性別出生数は男18,838人、女17,857人となっています。

出生率の年次推移をみると、第一次ベビーブームの昭和24年の出生率は戦後最高の39.4を記録してい

ます。その後急激に減少し、昭和32年には19.0まで減少しました。以後ほぼ横ばい状態で推移していま

したが、昭和50年以降再び減少傾向に転じました。平成27年の出生率は6.8で、過去最低になりました。

また、全国値の8.0と比較して1.2下回っています。（図1）

（４）合計特殊出生率

合計特殊出生率の推移をみると、昭和25年は4.56と高い率でしたが、その後急激に低下し、昭和30年

には3.0を割り、昭和30～40年代は「ひのえうま」（昭和41年）の特殊な動きを除けば2.0前後の水準で

推移していました。昭和50年以降は再び低下傾向が続いており、平成17年には、1.15と過去最低値とな

りましたが、その後、増加傾向に転じ、平成27年は1.31となりました。

母の年齢階級別出生率でみても、各年齢階級とも昭和25年から急激に低下しています。

昭和40年代になっても各年齢階級とも一定の水準で推移していましたが、昭和50年からは30歳代で上

昇しているものの30歳未満の年齢階級では低下し、年齢階級毎に合計した合計特殊出生率は低下傾向を

たどっています。（図2）
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図2  合計特殊出生率の年次推移（年齢階級別）
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（５）死亡

平成27年の死亡数は60,667人で前年の60,018人より649人増加し、死亡率（人口千対）は11.3で前年

より0.1増加しました。男の死亡数は31,391人で前年の31,333人より58人増加し、女の死亡数は29,276人

で前年の28,685人より591人増加しました。

死亡率（人口千対）の年次推移でみると、戦後急速に低下し、昭和30年代半ばから緩やかな低下傾向

になり、昭和53年前後は5.6と最低の死亡率を記録したものの、その後は上昇傾向に転じています。

（図3）

死因順位は、第１位は悪性新生物で19,098人・死亡率（人口10万対）356.3、第２位は心疾患で9,156

人・死亡率170.8、第３位は肺炎で5,641人・死亡率105.2となっており、死亡総数に占める割合は、悪性新

生物31.5％、心疾患15.1％、肺炎9.6％で、この３大死因が全体の６割近くを占めています。

（表3 、図4、図5 ）
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図3  死亡率の年次推移（人口千対）
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死因順位の第１位を占めている悪性新生物

の部位別死亡率を年次推移でみると、男女と

もに「肺」、「大腸」は上昇傾向を示していま

す。

また女は、「乳房」、「子宮」も上昇傾向を

示しており、その他は、横ばい傾向となって

います。（図６，図７）



（６）乳児死亡
平成27年の乳児死亡（生後１年未満の死亡）は73人で前年より12人増加しており、乳児死亡率（出生

千対）も2.0で前年より0.4増加しました。死亡総数に占める割合は0.1％になっています。

乳児死亡率は昭和22年には82.8でしたが、その後一貫して低下傾向をたどり、昭和52年には10.0を割

り、平成9年から3.0前後で推移し、平成20年から2.0台前半となっています。

（７）死産

平成27年の死産数は1,057胎で前年の1,101胎より44胎減少し、死産率（出産千対）は28.0で前年より

0.9減少しました。
自然死産数は420胎で前年460胎より40胎減少し、自然死産率は11.1で前年より1.0減少しました。

人工死産数は637胎で前年の641胎より4胎減少し、人工死産率は16.9で前年より0.1増加しました。

(図8)

（８）周産期死亡

平成27年の周産期死亡（妊娠満22週以後の死産と生後１週未満の早期新生児死亡を合わせたもの）

数は152で前年の148より4増加し、周産期死亡率（出産千対）は4.1で前年より0.1増加しました。
妊娠満22週以後の死産数は126胎で前年より3胎増加し、妊娠満22週以後の死産率（出産千対）は3.4

で前年より0.1増加しています。

なお、早期新生児死亡数は26人で前年より1胎増加しており、早期新生児死亡率（出生千対）は0.7

で前年から増減していません。（図9）

（＊周産期死亡の妊娠週数は、ＷＨＯの勧告に基づき平成7年から満28週から満22週に改定されていま

す。）



（９）婚 姻
平成27年の婚姻件数は25,465件で、

前年の26,018件より553件減少しました。

婚姻率の年次推移をみると、昭和20年

代前半は10～11と高率でしたが、以後、

急激に低下し、昭和30年には8.3まで下

がりました。

その後上昇に転じ、昭和35～49年では

1.0前後で推移していましたが、昭和50

年から再び低下傾向が続いていました。

平成27年は4.8と前年から増減してい

ません。（図10）

平均初婚年齢をみると、夫30.7歳、妻29.3歳となって、第二次婚姻ブームの昭和47年の初婚年齢

（夫26.0歳、妻23.8歳）と比べて夫は4.7歳、妻は5.5歳高くなっています。（図11、図12）



（10）離婚

平成27年の離婚件数は11,211件で前年

の11,003件より208件増加しています。

離婚率（人口千対）は2.09で前年の2.0

4を0.05上回っています。

離婚率の年次推移をみると、戦後から

昭和30年代まではほぼ横ばいで推移しま

したが、昭和40年代から徐々に上昇し、

昭和59年には2.33とそれまでの最高を記

録しています。

その後、低下傾向にありましたが、平

成３年から再び上昇し、平成14年には2.7

7と史上最高値を記録しました。（図13）

同居期間別の離婚割合では、５年～10年

未満が最も多く、また年齢階級別でみると、

30歳代が高い割合を占めています。（図14、

図15)


